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をもとに調査対象校を決定し，平成29年 2 月 7 日～ 9
日にわたり，本調査チームメンバー全員で，香港理工
大学（ 2 月 7 日），香港中文大学（ 2 月 8 日），香港城
































































大学名 英語教育担当部局 自学自習センタ  ー
香港理工大学 








































を組み合わせた 4 段階（合計 9 単位）の英語授業を履
修しなければならない（cf. http://eltu.cuhk.edu.hk/）．
ELTUのスタッフが管理・運営に携わるIndependent 
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ネットワークを使用した自

















































































Manual of the American Psychological Association 






















CILL  is a self-access  language  learning centre, 
where you study by yourself, or with a group of 
friends. Qualified,  experienced PolyU  teachers 
offer  you guidance,  and  are  always happy  to 
answer your questions. We help you  acquire 






















学習スペース ✔ ✔ ✔ ✔






✔ ✔ ✔ ✔
新聞，雑誌 ✔ ✔ ✔ ✔
DVD ✔ ✔ ✔ ✔
Worksheet ✔ ✔ 
個別指導 ✔ ✔ ✔ ✔
ミニレッスン，，
セミナ  ー










✔ ✔ ✔ ✔
英語以外の言語 ✔ ✔ ✔ ✔
専属スタッフ ✔ ✔ ✔ ✔
─  421  ─
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の担保．
・Workshopや個別相談の拡充と担当スタッフの資
質の担保．
・正課の授業（全学教育英語担当部局）と課外の授
業のリンク．特に，正課の授業を担当する教員の
協力．
また，以下のような指摘にも考慮しなくてはならな
い．
・本調査は具体的に東北大学の英語教育にどのよう
な課題があり，その課題を解決する方策を調査研
究で明確にするという連関性が曖昧である．
・英語学習サポートシステムについて，eラーニン
グ教材や授業外の学習支援等が想起できるもの
の，明確でない．
以上のような問題点を踏まえ，今後の調査の内容は
大きく （ 1 ）英語学習サポートセンターの具体的な運
営と取り組み，（ 2 ）インターネットを活用した英語
学習サポートの具体的なコンテンツ作成と管理を中心
に，それぞれに具体的な質問項目（組織，担当者，管
理者，学習支援サービス内容，提供する資料，施設，
行事等）を立て，ヒアリング調査，施設・設備見学を
実施する．さらに，学習支援も含めたすべての英語教
育の基盤となる英語教育の理念・目標もあわせて確認
したい．
また，調査研究に重点を置くのではなく，今後の東
北大学における英語学習サポートシステムの拡充，そ
の全学英語教育との有機的連携（サポートシステムを
授業に組み込んだ形の教授法開発等），サポートシス
テムを学生の英語学習のモティベーションに結び付け
る方略，さらに，調査結果から講義形式の授業のみな
らず，実践的な内容のアクティブラーニングの取入れ
等も考慮した新たな英語の授業スタイルを提案してい
く．
今後の構想としては，対象とする大学を，香港だけ
でなく，広く東アジアの非英語圏，準英語圏に広げ，
英語教育の運営や英語学習サポートシステムにおいて
注目すべき実践を行っている大学を調査し，そこから
得た知見をもとに，東北大学における英語学習サポー
トシステムの構築・改善を考案していきたい．
調査対象を東アジアの非英語圏，準英語圏の大学に
広げていく理由は次の通りである．東アジアの非英語圏
（中国，台湾，韓国，タイ，インドネシア，ベトナム等）は，
英語と言語の系統が異なる母語を話し，英語を国際言
語（English as an international language）として使用し，
外国語としての英語（English as a  foreign  language）
を教授する点において，わが国の英語教育環境に類似
しており，そこでの英語教育実践，英語学習サポートシ
ステムにおける工夫は東北大学の英語教育において参
考になる点があると予想される．
また，英語を公用語，もしくは通用語（English as 
a second language）として使用する準英語圏（香港，
シンガポール，マレーシア，フィリピン等）も調査対
象に含めたのは，これらの国・地域が教育現場におい
てworld Englishes vs. academic （standard） English
の対立と融合を経験しているからである．香港英語，
シンガポール英語，マレーシア英語，フィリピン英語
がある一方で，大学，とりわけ，研究大学としての東
北大学における英語教育としては，国際言語・国際共
通語としての標準的な英語を教えねばならない．この
ような二重性を，これらの国や地域では他国に先駆け
て経験しており，academic Englishとはどうあるべき
か，どのようなものが求められているかの調査は東北
大学における英語教育に有益な示唆を与えてくれるも
のと考える．
付記 1
本調査研究は，東北大学高度教養教育・学生支援機
構の高度教養教育開発推進事業（研究テーマ「東アジ
アの非英語圏・準英語圏における特色ある英語教育シ
ステムの実態調査と英語学習サポートシステムの開発
研究」）の助成を受けて実施した．
付記 2
パイロット調査として，平成28年11月～平成29年 1
月において，本調査チームの代表がサバティカルで滞
在したマレーシアにおいて，マレーシアを代表するマ
ラヤ大学（University of Malaya），及びプトラ大学
（University Putra Malaysia）の全学英語教育を担当す
る部署の責任者に面会し，Writing center，自学自習
サポートシステム等についてヒアリング調査を実施し
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江藤 裕之ほか・東アジアの準英語圏・非英語圏における英語学習サポートシステムの実態調査
た．マラヤ大学はLanguage UnitのHeadであるRema 
Menon氏（平成28年12月13日実施），プトラ大学は
CALC（Centre  for  the Advancement of Language 
Competence）のDirectorであるArshad Abd Samad
教授にお話を伺った（同12月19日）．結論から言えば，
学部生の英語教育を担当する責任部局である両組織と
も，英語授業の内容やセミナー等の情報の紹介等を行
うウエブサイトは公開しているものの，学生の英語自
習をサポートする特別な施設，組織，プログラムはなく，
英語担当の教員が必要に応じて学生のニーズに対処し
ている．大学院生レベルの論文の英語のチェックにつ
いても，指導教員が行うか，学生個人が第三者機関を
通じて個別に行っている．
また，両氏からのヒアリングを通して次の点を確認
した．マレーシアは英語が通用語として広く使用され
ており，国民の大部分は日常レベルにおいては英語で
コミュニケートすることができ，そこからマレーシア
人特有の英語も存在する．しかし，大学教育において
は，決してブロークンな英語やマレーシア英語を許容
せず，あくまでもアカデミックな英語を対象とし，そ
の読み，書き，話す能力を習得させることを目的とし
ている．英語のテキストを批判的，分析的に読む能力，
また自己の主張を口頭であれ文章であれ英語で効果的
に伝えるには適切な訓練が必要とのことで意見が一致
した．さまざまな英語（Englishes）を許容するとい
う立場から，マレーシア英語でもよいといった考えも
あるが，発表や論文執筆等，正確なコミュニケーショ
ンが要求されるところでは，標準的な規範英語の文法，
語法の習得が必須となっている．
付記 3
神田外語大学SALCには，平成29年10月20日に本調
査チームメンバー全員で訪問した．
付記 4
本稿に掲載している写真はすべて，本調査チームメ
ンバーの撮影によるものである．訪問時に口頭で写真
撮影，及び掲載の許可を取っている．
